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（免疫アレルギー疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野）） 
総括研究報告書 

 
慢性腎臓病CKDの診療体制構築と普及・啓発による医療の向上 

 
研究代表者 柏原直樹 川崎医科大学 教授 

 
研究要旨 
厚生労働省から発出された「腎疾患検討会報告書」では、今後のCKD対策の全体目標が設定されている。

1）CKDを早期に発見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継続することにより、CKD重症化予防を
徹底する。2）同時に、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）のQOLの維持向上を図る。2028 年ま
でに、年間新規導入患者数を 35,000 人以下に減少させる（2016 年度、約39000人）。透析・移植患者のQO
Lの維持向上も企図されているのが特徴である。 
この全体目標を達成するためには、1）全国のCKD対策の司令塔の確立、役割の明確化、2）各地における

診療連携体制の構築、3）好事例の共有、横展開、4）普及啓発共通資材の作成、5）紹介基準の普及、6)人材
育成（療法指導士を含む）、が重要である。適切な進捗管理を行いながら、PDCAサイクルを回し、加速する
必要がある。腎臓学会、腎臓病協会等と連携してオールジャパン体制で取り組む必要がある。 

 
研究分担者 
岡田浩一 埼玉医科大学 教授 
守山敏樹 大阪大学 教授 
南学正臣 東京大学 教授 
山縣邦弘 筑波大学 教授 
要 伸也 杏林大学 教授 
伊藤孝史 島根大学 准教授 
旭 浩一 岩手医科大学 教授 
安田宜成 名古屋大学 教授 
向山政志 熊本大学 教授 
内田治仁 岡山大学 教授 
服部元史 東京女子医科大学 教授 
若井建志 名古屋大学 教授 
内田明子 聖隷横浜病院 総看護部長 
北村健一郎 山梨大学 教授 
福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 
 
Ａ．研究目的 
平成29年より厚生労働省「腎疾患対策検討会」が

開催され、平成30年には報告書が作成された。本
検討会では、CKD対策における、①普及啓発、②
地域における医療提供体制の整備、③診療水準の
向上、④人材育成、⑤研究開発の推進の5本柱につ
いて、過去10年間の取り組み評価、課題抽出がな
され、これに基づき、今後の取り組みについての
方向性が示さた。 

本研究では、腎疾患対策検討会での検討に基づ
き、全国各地の腎疾患対策を評価・分析し、PDC
Aサイクルを回し、継続的に腎疾患対策を実施する
体制を構築することを目的とする。 
これにより１）腎機能異常の重症化を防止し、

慢性腎不全による透析導入への進行を阻止し新規
透析導入患者を減少させ、２）さらに、CKDに伴
う循環器系疾患（脳血管疾患、心筋梗塞等）の発
症を抑制しうる体制を構築することをめざす。 

具体的には、1)CKDの普及・啓発の各種取組を
評価し、好事例を横展開する。2)かかりつけ医、専
門医、医師会、行政を巻き込んだCKD診療連携体
制の構築を促進する、３）CKD対策に関与する各
職種(医師、保健師、栄養士等)、腎臓病療養指導士

の連携体制構築を促進する、４)前記１，２，３活
動の進捗を評価し、管理・促進する。 
総じてCKD対策を社会実装する司令塔、駆動力

の構築を目指す。 
 
Ｂ．研究方法 
以下の分科会・WGを構築して実施する。  

１）診療連携体制構築WG：  
かかりつけ医、腎臓専門医等の連携推進によるC

KD重症化予防の徹底・行政や関連学会、関係団体
等とのさらなる連携のための好事例の横展開を図
る。 

CKD診療にはかかりつけ医、非腎臓専門医、腎
専門医、行政との連携が必要となる。各地で展開
されている活動の現状を把握し、評価する。各地
の好事例（例：かかりつけ医と腎専門医との連携、
2人主治医制、専門医が少ない地域での専門医以外
の連携協力医のあり方等）を抽出し、地域の医療
資源に適応したいくつかのパターンを構築し全国
へ展開する。 

全国の診療連携体制構築を支援する。紹介基準
の普及も行う。 
全国市町村で、実施可能なCKD診療連携プログ

ラムを提示する。地域の実情に応じ柔軟に対応す
べく、複数のプログラムを提示する。この場合、
各都道府県、市長村の糖尿病対策推進会議や日本
慢性腎臓病対策協議会やその都道府県組織、関連
学会や医師会、栄養士会、薬剤師会等の協力も得
ながら、糖尿病性腎症重症化予防と協力して最適
なCKD対策のあり方を提案する。標準的な方法だ
けでなく、全国へのヒアリング等を通じて、各地
域の状況に応じた方法も提案することで、全国へ
の普及を加速させる。かかりつけ医から腎臓専門
医への紹介・逆紹介・併診、専門医が少ない地域
での連携協力医のあり方等を提案する。 
具体的には以下に取り組む。（１）連携推進に

よるCKD重症化予防を徹底するため、関係団体、
関連学会、行政等が連携して、かかりつけ医や腎
臓専門医等への紹介基準の普及を図る。（２）関
係団体、関連学会、行政等と連携し、その地域に
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おける、腎臓専門医等が在籍する医療機関等の情
報や、CKD診療を担う、かかりつけ医や非腎臓専
門医等の情報を共有しうる体制を構築する。（3）
地域での司令塔として各都道府県にCKD対策の責
任者を腎臓学会とも連携して任命する。（4）地域
責任者との連絡会を定期的に開催する。 
 
２)普及・啓発資材開発WG： 

市民レベルでのCKDの普及・啓発を全国展開す
るために必要な共通した資材（小冊子、パンフレ
ット等の紙媒体、ビデオ等）内容の開発を行う。N
PO法人日本腎臓病協会とも連携し、患者会とも意
見交換を行う。 
 
３）他職種連携・チーム医療促進WG: 

医師、看護師、保健師、栄養士、薬剤師、ある
いは腎臓病療養指導士による連携体制構築を支援
する。好事例を抽出し、全国展開を促進する。関
連職種からの研究協力者を得て、WGを構築する。
食事・生活習慣改善、血圧管理、蛋白尿減少等に
よる介入がCKD対策（予防・進展阻止、合併症予
防）に必要であり、多職種による包括的介入が有
功であることが確立されている。 

CKD発症予防、早期発見・早期介入、重症化予
防の各段階のおける各職種の役割の明確化、具体
的連携方法を構築し普及を促進する。 

なお、糖尿病性腎症の重症化予防に関しては、
現在、厚生労働省指定研究である「糖尿病性腎症
重症化予防プログラム開発のための研究」（主
任：津下一代）により、介入プログラムが開発さ
れつつある。同研究では保健師が中心となって、
適切な受診勧奨、保健指導により治療に結びつけ、
糖尿病性腎症の重症化高リスク者に対して、保健
指導により介入することで腎不全への移行阻止が
企図されている。同研究と適宜情報を共有する。C
KDは糖尿病性腎症を含む包括的な病態であり、共
同活用できる部分は少なくない。 
 
４）トランジションWG：  

小児期発症CKD患者の成人医療への移行(Trans
ition)に関する実態把握及び、円滑な移行を支援策
を構築する。小児腎臓病学会と連携し、研究協力
者を得る。 
 
５）進捗管理WG: 
 全国の診療連携体制構築、普及・啓発の進捗を
定点的に評価し、均霑化を促進する。ガイドライ
ン、紹介基準の普及状況も評価する。特定健診受
診者の受診勧奨、受診実施率の評価も行う。 
取り組む各事業についてKPIを設定してその進捗
を定期的に評価する。KPIについても検討する。 
①普及啓発 
・全都道府県における普及啓発活動の実施 
・市民公開講座等の実施数増加 
・CKDの認知度上昇 等 
②地域における医療連携体制構築 
かかりつけ医と腎臓専門医等の間での紹介・逆紹
介率の上昇 
・地域別のCKD診療を担う非腎臓専門医数の増加 
・紹介基準で推奨されているステージにおける腎
臓専門医への紹介率の上昇 
③診療水準向上 
・CKD診療ガイド・ガイドラインの普及率 

・推奨される診療の実施率の上昇 
④人材育成 
・地域別の腎臓病療養指導士数の増加 
・関連する療養指導士間連携事例の増加 
 
６）研究開発・国際比較WG: 

 CKD及びCKD診療体制の国際比較、ESRD・腎
代替療法（RRT）の実態の国際比較、CKDの成因
の相違・特徴、海外のCKD診療体制の調査を行う。
ESRD,RRT（移植を含む）の海外動向についても
調査する。海外のCKD対策成功事例の調査も行う。 
 
７）高齢者CKD診療のあり方 
 (１)高齢者CKD診療における論点整理 
高齢CKD患者の課題を抽出し、高齢者CKD診療に
おける論点を整理する。高齢者は、他疾患、フレ
イル、認知症等を合併する。個人差も大きく、高
齢者のCKD対策では、個人の状況に合わせて、腎
不全への進行阻止、QOL維持・向上、要介護状態
への移行阻止等の包括的な対応を提案する。 
(２)高齢者腎代替療法のあり方に関しての提言 
QOLを配慮した高齢者腎代替療法のあり方につい
て、国内外の実態を調査する。在宅腎代替療法の
あり方についても調査研究する。 
 
Ｃ．研究結果 
１）診療連携体制構築 
 かかりつけ医、腎臓専門医、保健師、療養指導
士、行政等の連携推進によるCKD重症化予防体積
構築の為に全国ですでに構築されている好事例の
抽出を行った。大都市、地方都市、医療資源の乏
しい郡部等、地域の医療資源に適応したいくつか
のパターンの抽出を行った。 
 またNPO法人日本腎臓病協会（JKA）は全国を1
2ブロックに分割し、各県担当者（司令塔）を任命
して連携体制の核としている。この活動とも連携
し調査した。 
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 九州・沖縄ブロックの例を示す。 
【九州・沖縄ブロック：アクションプラン】 

CKD普及・啓発活動 
・行政との連携構築・強化：各地で開催、持続
可能なシステムへ 
 例）熊本市CKD対策推進会議（H22年度より
全体会議を年1回、個別会議を年数回開催） 
・九州ブロック全体会議：CKD連携 in 九州 
 世界腎臓デーにあわせて医療従事者、行政、
企業が県ごとに集結（H26年度～） 
 主会場は各県持ち回り、各会場をWebでつな
いで会議（熊本会場は100名程度） 
 各県の活動を紹介＋特別講演を1題 
・九州・沖縄ブロック代表者会議： 
  2018年12月22日 博多で開催予定（ブロック 
・病診連携システム、多職種連携システムの強
化、専門医とかかりつけ医との連携強化：各地
で紹介システムの構築 
・糖尿病性腎症重症化予防プログラムとの連携 
 熊本県で2017年から活動開始、2018年度中に
熊本市CKD対策との連携を目標 

熊本市はこのように普及啓発、診療連携体制構
築を促進し、新規透析導入患者の減少に成功し
ていることが示された。市財政負担の軽減にも
大きく寄与していることが示されている。 

岡山県では全県を3つのエリアに分割し、診療連携
体制を構築している。 

 

 北海道は広大であるが、専門医数は多くなく、
地域によっては、かかりつけ医が地域の司令塔の
役割を託されている。地域の医療資源の状況に応
じて、専門医だけでなく、かかりつけ医、行政、
保健師が司令塔となりえる。 
大都市圏である大阪府においても診療連携体制

の構築が進んでいる（詳細は分担研究者守山の項
参照）。 
２)普及・啓発資材開発 

CKDの認知度は必ずしも高くないことが判明し
た（下図）。 

医療従事者、行政機関に対してのみならず市民
レベルでのCKDの普及・啓発を全国展開する必要
がある。全国的な認知度調査は技術的にも容易で
はなく、特定地域での定点観測が有効かと考えた。 
 全国で普及啓発の資材が作成され活用されてい
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る。各地の独自色が反映されており、貴重なもの
である。 

対象として、市民、患者、医療者と様々であり、
コンテンツも多様である。岡山県、大分県の事例
を示す。 

 
 

３）他職種連携・チーム医療促進 
 腎臓専門医数は増加しつつあるが、地域によっ
ては十分な数が確保できていない。北海道、島根、
鳥取県等は比較的少ない。 
 専門医数の増加を加速する必要があるが、全国
医学部に腎臓内科があるわけではなく、短時日で
の実現は難しい。 
 現在、看護師、栄養士、薬剤師を対象に腎臓病
療養指導士を育成している。療養指導士を全国に
配置することでCKD診療の均霑化を図ることが可
能と考える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 療養指導士は2019年度末で1000名を超えるに至
った。 
 
 
4）トランジション 
 良質な腎臓病診療を展開するためには、小児期
から成人、老年期に至るまで、シームレスな取り
組みが必要である。詳細は分担研究者服元の項を
参照 
５）進捗管理  
 分担研究者岡田の項を参照 
６）研究開発・国際比較 
分担研究者南学の項を参照 

 
Ｄ．考察 
腎疾患検討会報告書では、今後のCKD対策の全

体目標が設定されている。1）CKDを早期に発見･
診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継続
することにより、CKD重症化予防を徹底する。2）
同時に、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含
む）のQOLの維持向上を図る。2028 年までに、年
間新規導入患者数を 35,000 人以下に減少させる
（2016 年度、約39000人）。透析・移植患者のQ
OLの維持向上も企図されているのが特徴である。 
この全体目標を達成するためには、1）全国のC

KD対策の司令塔の確立、役割の明確化、2）各地
における診療連携体制の構築、3）好事例の共有、
横展開、4）普及啓発共通資材の作成、5）紹介基
準の普及、6)人材育成（療法指導士を含む）、が重
要である。 
 腎臓学会、腎臓病協会等と連携してオールジャ
パン体制で取り組む必要がある。 
 
Ｅ．結論 
腎疾患対策検討会報告書で設定された全体目標
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を達成するためには、1）全国のCKD対策の司令塔
の確立、役割の明確化、2）各地における診療連携
体制の構築、3）好事例の共有、横展開、4）普及
啓発共通資材の作成、5）紹介基準の普及、6)人材
育成（療法指導士を含む）、が重要である。適切
な進捗管理を行いながら、PDCAサイクルを回し、
加速する必要がある。腎臓学会、腎臓病協会等と
連携してオールジャパン体制で取り組む必要があ
る。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
1. 柏原直樹、南学正臣、岡田浩一．慢性腎臓病診

療の展望—これまでの 10 年、これからの 10
年—．月刊カレントテラピー 

37(5):88-96,2019 
2. 柏原直樹、南学正臣．これからの CKD 対策：

腎疾患対策検討会報告と日本腎臓病協会設立．

メディカル・ビューポイント 40(2):4-5,2019 
3. 柏原直樹、伊藤孝史、内田治仁、要伸也 . 日

本腎臓病協会設立の目的と展望－腎臓病の克

服を目指して－.循環器内科 85(1):4-10、
2019 

4. 柏原直樹．次の 10 年へ、日本の腎疾患対策．

Medical Tribune 51(14):14-14,2018 
5. 柏原直樹．糖尿病患者における腎障害の成因

と病態の多様化．糖尿病合併症 
32(2):194-6,2018 

6. Wang J, Zhang L, Tang SC, Kashihara N, 
Kim YS, Togtokh A, Yang CW, Zhao MH; 

ISN North and East Asia Regional Board . 
Disease burden and challenges of chronic 
kidney disease in North and East Asia. 
Kidney international 94(1):22-25,2018 

 
 
2.  学会発表 
1. 柏原直樹．我が国のCKD腎不全診療．第30回

日本医学会総会2019中部,2019 国内 
2. 柏原直樹．腎臓病の克服を目指して．世界腎

臓デー 市民公開講座2019,2019 国内 
3. 柏原直樹．慢性腎臓病CKDの診療体制構築と

普及・啓発による医療の向上．平成30年度 
JSN公的研究班研究成果合同発表会,2019 
国内 

4. 柏原直樹．慢性腎臓病CKDにおける病診連携
のあり方―予防し重症化を抑制する―．第59
回日本内科学会四国支部生涯教育講演会,201
9 国内 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 なし 
 
 1. 特許取得 
 なし 
 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 
 3.その他 
 なし 
 
Ｇ．健康危険情報 
なし
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別添4 
平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患等政策研究事業 

（免疫アレルギー疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野））） 
分担研究報告書 

 
慢性腎臓病 CKDの診療体制構築と普及・啓発による医療の向上：進捗管理 

研究分担者 岡田 浩一   埼玉医科大学教授 

                   若井  建志    名古屋大学教授 

                               旭 浩一   岩手医科大学教授 
                                 伊藤 孝史  島根大学教授 
                                 山縣 邦弘  筑波大学教授 

 
研究要旨  

H30 年 7月に発出された腎疾患対策検討会報告書に基づき、全国各地の腎疾患対策を評価・分析し、

PDCAサイクルを回し、継続的に腎疾患対策を実施する体制を構築することを目的とする。これにより１）

腎機能異常の重症化を防止し、慢性腎不全による透析導入への進行を阻止し新規透析導入患者を減少さ

せ、２）さらに、CKD に伴う循環器系疾患（脳血管疾患、心筋梗塞等）の発症を抑制しうる体制を構築

することをめざす。本年度はこの進捗管理ための評価項目を設定し、初年度の準備・進捗状況を評価し

た。またより長期の CKD診療実態の推移を評価するため、全国のかかりつけ医および腎臓専門医を対象

とするアンケート調査の準備を開始した。 

Ａ．研究目的 
腎疾患対策検討会での検討に基づき、全国各地

の腎疾患対策を評価・分析し、PDCA サイクルを回

し、継続的に腎疾患対策を実施する体制を構築す

ることを目的とする。これにより１）腎機能異常

の重症化を防止し、慢性腎不全による透析導入へ

の進行を阻止し新規透析導入患者を減少させ、２）

さらに、CKDに伴う循環器系疾患（脳血管疾患、心

筋梗塞等）の発症を抑制しうる体制を構築するこ

とをめざす。 

具体的には、1)CKD の普及・啓発の各種取組を評

価し、好事例を横展開する。2)かかりつけ医、専

門医、医師会、行政を巻き込んだ CKD 診療連携体

制の構築を促進する、３）CKD対策に関与する各職

種(医師、保健師、栄養士等)、腎臓病療養指導士

の連携体制構築を促進する。本分担研究では、前

記１，２，３活動の進捗をいくつかの設定項目に

おいて定量的に評価し、管理・促進する。またこ

れらの取り組みを介した日本におけるかかりつけ

医および腎臓専門医の CKD 診療実態の変化を調査

し、評価する。 

 
Ｂ．研究方法 
全国の診療連携体制構築、普及・啓発の進捗を定点

的に評価し、均霑化を促進する。ガイドライン、紹

介基準の普及状況も評価する。特定健診受診者の受

診勧奨、受診実施率の評価も行う。 

取り組む各事業について KPI を設定してその進捗

を定期的に評価する。KPIについても検討する。 
① 普及啓発 

・全都道府県における普及啓発活動の実施 

・市民公開講座等の実施数増加 

・CKDの認知度上昇 等 

② 地域における医療連携体制構築 

・かかりつけ医と腎臓専門医等の間での紹介・逆

紹介率の上昇 

・地域別のCKD診療を担う非腎臓専門医数の増加 

・紹介基準で推奨されているステージにおける腎 

臓専門医への紹介率の上昇 

③ 診療水準向上 

・CKD診療ガイド・ガイドラインの普及率 

・推奨される診療の実施率の上昇 

④ 人材育成 

・地域別の腎臓病療養指導士数の増加 

・関連する療養指導士間連携事例の増加 

 
（倫理面への配慮） 
既に公開されている論文やデータの調査であり、

倫理面での問題はない。 

 
Ｃ．研究結果 
１． 進捗管理項目（KPI）の内容を確認し

つつ、問題点と具体的なモニター法を検
討した。各大項目ごとに責任者を決定し、
今後も検討を続けることとした。 
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１） 普及啓発： 

・全都道府県での普及啓発活動の実施数

（structure） 

・市民公開講座等の実施数（structure） 

これらは実質的には同じであり、日本腎臓病

協会(JKA)が各地域に設置するキーパーソン

の主たる活動に当たる。JKA が活動を把握し

ていれば、モニター可能と考えられる。 
なおキーパーソンには地元の医師会に太いパ

イプのある方が望ましい。 
・CKDの認知度(process) 等 

全県で行うのか、モデル地域で行うのか、

によって方法が異なってくる。公開講座等

の参加者へアンケートを取る方法が最も簡

便だが、バイアスが大きいだろう。街頭で

ランダムにアンケートする方が実態に近い

が、労力が大きいことが問題となる。 
費用が許せば民間の調査会社に依頼するこ

とも良い選択肢であろう。認知のレベルは

どこまで求めるのかなど、アンケート項目

も含め、今後の検討課題とする。 

２） 地域における医療提供体制の整備： 
・紹介基準に則った腎臓専門医療機関等への紹

介率(process) 

キーパーソンを窓口として、医師会へのアン

ケートを行う必要がある。その際、全県実施

は非現実的なので、モデル地域（都市圏・腎

臓専門医充足（A、B）、地方・専門医不足（C、

D）、過疎地・専門医不在（E）など）での定

点観測とする。 
また、この KPI が生まれたのは、日本臨床内

科医会の実施したアンケート調査の結果（日

腎会誌 2013）に依る。日本臨床内科医会と協

議の上で、本研究による CKD 診療実態の変化

を 5~7 年周期でアンケート調査を実施したい。 

・腎臓専門医療機関等からかかりつけ医等への

逆紹介率(process) 

これは調査が困難であり、腎臓専門医へのア

ンケート調査を実施する。 
・地域における CKD 診療を担う、かかりつけ医

等の医療従事者数（structure） 等 

これもモデル地域か日臨医会を通したアン

ケートでモニターするべきと考える。 

 
３） 医療水準の向上： 

・学会横断的ガイドライン等の作成（structure） 

CKD に関する関連学会が合同でガイドライ

ンを作成することだろうが、たとえ作成さ

れたとしても、各学会が自分たちのガイド

ラインを作成することは止まらないだろう。

時期がずれると推奨内容に祖語が生じるこ

ともある程度は避けられない。 
CKD に関連するガイドラインを集約し、利

用者を明確にすることは可能であり、今回

の CKD 診療ガイドライン 2018、CKD 療養

ガイド 2018 は合致している。 

・各種診療ガイド・ガイドライン等の各利用者に

応じた普及率(process) 

これもモデル地域か日臨医会を通したアン

ケートでモニターするべきと考える。 

・各種診療ガイド、ガイドラインで推奨される診

療の実施率(process) 等 

リアルワールドデータでの検討が望ましいが、

レセプトデータや健診データで診療実態の評

価は困難である。これもモデル地域か日臨医

会を通したアンケートでモニターするべきで

ある。 
 

４） 人材育成： 
・ 地 域 に お け る 腎 臓 病 療 養 指 導 士 数

（structure） 

これも JKA が把握しているデータであり、

モニター可能である。 

・腎臓病療養指導士等と、関連する療養指導

士等間の連携事例数(process) 等 

これは調査困難であり、具体的案方法は検討

課題とする。 
 

５） 新規透析導入患者数の削減（39000 人（2016
年）から ＜35000 人（2028 年）に）： 
・2016 年比で 5%/5 年、10%/10 年の新規透

析患者数の削減を達成する都道府県数（人

口当たりの導入患者数、高齢化補正のため

の年齢調整、原疾患別の評価など）(outcome) 
JSDT の統計調査結果を利用すれば県別調査

（診療所所在地）が可能で、性・年齢・原疾

患は信頼性があるが、非導入数や移植数は不

明である。レセプトデータでも県別調査（居

住地）が可能で、さらに移植数が明らかにで
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きる可能性はあるが、原疾患は不正確となる。 
 

２． 各都道府県における地域の実情にそった

CKD 診療体制の整備に関する準備・進捗状況 

本年度末までに、各ブロックの責任者により準

備・進捗状況が口頭および書面により報告され

た。（初年度である本年度は、特に規定の報告

書は準備せず、自由記載とした。）地域の実情

により診療体制の内容および準備状況はかな

り異なっていた。例として、山梨県の進捗状況

を提示する。（資料１）山梨県では H26 年まで

腎臓専門医とかかりつけ医による病診連携が

ほとんど機能していない状態であったが、H27

年より二人主治医制を確立するための様々な

取り組みがなされ、また県民に対する CKD啓発

イベントも実施された。その結果、H29 年には

かかりつけ医から腎臓専門医への紹介率が著

明に増加し、また新規透析導入患者数も減少し

た。またそれまで稼働していなかった糖尿病性

腎症重症化予防プログラムも、相乗りの形で進

められることとなった。成功したモデル県とし

て、横展開させたいと考えている。 

 

３． CKD 診療実態調査アンケート 

 日本臨床内科医会と日本腎臓学会との共同

事業として、かかりつけ医および腎臓専門医に

向けた CKD診療実態に関するアンケート調査

を実施することとなった。まずかかりつけ医に

向けてのアンケートについては、概ね前回のも

の（日本腎臓学会誌 2013）を踏襲するが、以

下の項目は必須となる。 

・CKD 診療を担っているかかりつけ医・非専門

家の実数 

・2018年版ガイドラインの普及率、および推奨

の実施率 

・2018年版ガイドラインの紹介基準に則った

専門医への紹介率、およびその逆紹介率 

 

日本臨床内科会が素案を作成し、本研究班でブ

ラッシュアップした、かかりつけ医に向けての

アンケートについては、2019 年度中に実施予

定である。 

 
 

Ｄ．考察 

普及啓発（CKD 認知度以外）と人材育成に

ついては毎年、年度末行うべきと考えられる。

一方、地域における医療提供体制の整備と医

療水準の向上については、モデル地域の定点

観測の場合は 2～３年ごととするが、日本臨床

内科医会との共同事業は、2019 年を初年度と

して、5~7 年ごとのアンケート調査となる。

新規透析導入患者数については、5 年目（2023
年）と 10 年目（2028 年）に行うべきと考え

られる。 
   本年度は自由記載の準備・進捗報告書とな

ったが、来年度からは KPI を盛り込んだ定型

書式の報告書を策定し、各都道府県のキーパ

ーソンより提出していただくこととする。な

お本年度の報告書を精査し、上述のモデル地

域（都市圏・腎臓専門医充足（A、B）、地方・

専門医不足（C、D）、過疎地・専門医不在（E）
など）を設定し、別途詳細な報告書を提出し

ていただくこととする。モデル地域の選定に

際しては、行政や医師会の協力体制の有無や

先行する糖尿病性腎症重症化予防プログラム

の実施状況も参考にする。 

 
Ｅ．結論 
 各地域における CKD対策を推進する PDCAサイク

ルにおける、Check機構としての進捗管理方法を策

定し、次年度の情報収集実施に向けての準備を行

った。また 2013年に実施された全国のかかりつけ

医を対象とした CKD診療実態調査に関して、7年後

にあたる追跡調査を行うこととなった。 

 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
書籍  
エビデンスに基づく CKD 診療ガイドライン 2018 
（日本腎臓学会 2018）東京医学社 
 
論文  
1) K Sueyoshi, et al. Predictors of long-term prognosis 
in acute kidney injury survivors who require continuous 
renal replacement therapy after cardiovascular surgery. 
PLOS ONE (in press) 
2) H Amano, et al. Regional prescription surveillance 
of phosphate binders in the western Saitama area: the 
substantial role of ferric citrate hydrate in improving 
serum phosphorus levels and erythropoiesis. Clin Exp 
Nephrol (in press) 

3) K. Sugiyama, et al. Reduced oxygenation but not 
fibrosis defined by functional magnetic resonance 
imaging predicts the long-term progression of chronic 
kidney disease. Nephrol Dial Transplant (in press) 
4) H Kato, et al. Safety and effectiveness of eculizumab 
for adult patients with atypical hemolytic-uremic 
syndrome in Japan: interim analysis of post-marketing 
surveillance. Clin Exp Nephrol. 2018 Jun 29. doi: 
10.1007/s10157-018-1609-8. 
5) S Ito, et al. Safety and effectiveness of eculizumab 
for pediatric patients with atypical hemolytic-uremic 
syndrome in Japan: interim analysis of post-marketing 
surveillance. Clin Exp Nephrol. 2018 Jul 23. doi: 

https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/29959568
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/29959568
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/29959568
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/29959568
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/30039480
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/30039480
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/30039480
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/30039480
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10.1007/s10157-018-1610-2. 
6) R Yamamoto, et al. Regional variations in 
immunosuppressive therapy in patients with primary 
nephrotic syndrome: the Japan nephrotic syndrome 
cohort study. Clin Exp Nephrol. 2018 
Dec;22(6):1266-1280. 
7) K Furuichi, et al. Clinico-pathological features of 
kidney disease in diabetic cases. Clin Exp Nephrol. 
2018 Oct;22(5):1046-1051. 
8) H Kato, et al. Controversies of the classification of 
TMA and the terminology of aHUS. Clin Exp 
Nephrol. 2018 Aug;22(4):979-980. 
9) J Hoshino, et al. A nationwide prospective cohort 
study of patients with advanced chronic kidney disease 
in Japan: The Reach-J CKD cohort study. Clin Exp 
Nephrol. 2018 Apr;22(2):309-317. 
10) E Kanda, et al. Guidelines for clinical evaluation of 
chronic kidney disease : AMED research on regulatory 
science of pharmaceuticals and medical devices. Clin 
Exp Nephrol. (in press) 
11) W Kubota, et al. A consensus statement on 
health-care transition of patients with childhood-onset 
chronic kidney diseases: providing adequate medical 
care in adolescence and young adulthood. Clin Exp 
Nephrol. 2018 Aug;22(4):743-751 
 
２．学会発表 
１） 岡田 浩一. CKD における血圧管理. 第

41 回日本高血圧学会総会 旭川 
２） 小野 淳, 友利 浩司, 井上 勉, 岡田 浩一. 

血液透析を導入した 75歳以上の高齢者の生命

予後と導入前の血清アルブミン変動の検討. 
第 61 回日本腎臓学会学術総会 新潟 

３） 山本 陵平, 伊藤 孝史, 江川 雅博, 松井 
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systematic review. 第 61回日本腎臓学会学術
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総会 新潟 
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Systematic Review and Meta-Analysis. 第
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山梨県CKD対策の進捗と課題

山梨大学医学部内科学講座第３教室

北村 健一郎
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人口 82万人
高齢化率 26.6％
出生率 7.3

平均寿命 男性 79.54歳（25位）
女性 86.65歳（13位）

山梨県

2

山梨県の現況
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山梨県の透析患者の現況
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慢性腎臓病予防推進事業

• 山梨県CKD予防推進対策協議会の設立

• 山梨県腎臓専門医会議の設立

• 市町村の特定健診への血清Cr値測定費の助成

• CKD病診連携登録医制度の制定

• コメディカルスキルアップ研修の実施

• 市町村地区保健師会議の開催

• 普及・啓発キャンペーンの実施

4

山梨県が事業としてCKD予防対策を予算化

山梨県において人工透析患者数を減少させるために腎臓病の啓発，
予防，重症化防止に努め，もって県民の健康増進に寄与する

5年間で新規人工透析患者導入数を10%減少させる013



• 山梨大学第３内科

• 山梨慢性腎臓病対策

協議会

• 県医師会

• 県歯科医師会

• 県薬剤師会

• 県栄養士会

• 協会けんぽ山梨支部

• 山梨県厚生連

• 山梨県腎臓病協議会

• 笛吹市役所健康づくり課

• 富士河口湖町役場健康

増進課

• 保健所長会

• 山梨県健康増進課

山梨県CKD予防推進対策協議会

山梨県腎臓専門医会議

• 紹介状をお持ちの患者様はお断りしません

• 原則として患者様をお返しします

• 健診機関から直接専門医へ紹介があった際は、原則的

には患者様のご自宅近くのかかりつけ医へご紹介します

• 少ない受診回数で精査を終えて治療方針を伝達します

• 原則として再紹介チェックシートを添付します

5
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CKD対策の具体案

紹介基準の作成

紹介状様式の作成

紹介後のフォロー先の明示

専門医・専門医療施設名簿の作成

病診連携登録医制度の制定

再紹介基準の作成

再紹介チェックシートの作成

かかりつけ医説明会の開催

定期的なアンケート実施

栄養士の連携システムの構築

6

早期発見

悪化防止

発症・進展抑制

山梨県のCKD対策

全体に対する
啓発
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山梨県CKD病診連携基準

016



施 設 名
外 来 診 察 日

＜午前＞ ＜午後＞
保存期外来 腎生検 透析導入 腎移植

※休診などの場合がございますので、ご紹介前に必ず各医療機関にご確認くださいますようお願い申し上げます。

山梨大学医学部附属病院 月・火・水・木・金 〇 〇 〇 〇

山梨県立中央病院 月・火・水・木・金 〇 〇 〇

市立甲府病院 火・木 月・水・金 〇 〇 〇

山梨赤十字病院 月・火・木 月 〇 〇 〇

富士吉田市立病院 月・金 〇 〇 〇

加納岩総合病院 火・金 〇 〇

大月市立中央病院 月・金 金 〇 〇

身延山病院 水 〇 〇

韮崎市立病院 火 〇

原口内科・腎クリニック 月・火・水・金・土 月・火・水・金 〇

櫻林腎・内科クリニック 月・火・水・木・金・土 月・水・金 〇 〇

まつした腎クリニック 月・火・水・木・金 月・火・水・木・金 〇 〇

東甲府医院 月・火・金・土 月・火・金 〇 〇

高田内科クリニック 月・火・水・金・土 月・火・水・金 〇

白根徳洲会病院 木・金 〇 〇

市川三郷病院 火・水 〇

8

山梨県CKD病診連携基準

017

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これが、腎臓病診療施設名簿の最新版になります。こちらは、患者さんが病診連携登録医を経由せずに直接専門医を受診してしまうことを避けるため、県庁健康増進課のホームページには表示しておりません。県医師会会員の先生方にお送りいたします。



CKD医療アクセスの向上 紹介状様式の作成

9
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チェック項目 再紹介の判断指針

身

体

所

見

血 圧 130/80 mmHg
左記の値より頻回に30mmHg
以上上昇した場合

体 重
2 kg/月以上急激に増加した

場合

浮 腫 浮腫が増悪した場合

心不全症状 呼吸困難・心不全症状の出現

検

査

所

見

血清クレアチニン値 1.75 mg/dL 左記の値より高くなった場合

eGFR 25.3    mL/分
/1.73m2 左記の値より低くなった場合

血清カリウム値 5.5 mEq/L以上に上昇した場合

ヘモグロビン値 11.0      g/dL 左記の値より低くなった場合

尿蛋白/尿クレアチニン比 0.5 g/gCr 左記の値より多くなった場合

患者名： 様 生年月日： 年 月 日 （ 歳） 男 ・ 女

連携腎臓専門医 病院名： 医師名：

• 患者様受診時の定期的なチェックにご使用ください。
• 下記再紹介指針はあくまで目安です。 先生方のご判断で再紹介をご検討ください。
• ご紹介いただく際は診療情報提供書と検査データの時系列等を添付してください。

次回再診日 年 月 日 午前 ・ 午後 時 分から ・ 上記再紹介指針のいずれかを満たすとき

＜栄養指導＞

□ 本患者には栄養指導は不要と判断します。

□ 当院で栄養指導済です。

□ 貴院で栄養指導をご検討下さい。

項目 指導内容

総エネルギー 1800 kcal

たんぱく質 40 g

塩分 6.0 g

カリウム 1500 mg

※外来での栄養指導は、山梨県栄養士会から管理栄
養士を派遣していただく方法もあります。
ご希望の場合は、山梨県栄養士会にご相談下さい。
山梨県栄養士会：０５５（２２２）８５９３

糖尿病専門医との連携

□ 糖尿病専門医へ紹介することを推奨します

HbA1c 8.2  %

血糖値 （食後 2 時間） 214 mg/dL

山田 花子 1965 11 4 49

山梨大学病院 北村 健一郎

レ

レ

山梨県CKD対策推進 再紹介チェックシート
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• 病診連携基準

• 紹介時のお願いごと

• 腎臓病専門医療施設

• CKDの治療法

11

CKD病診連携登録医制度
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かかりつけ医 腎臓専門医

かかりつけ医の診
療所で栄養指導
をしている場合

かかりつけ医の診
療所で栄養指導
をしていない場合

病院管理栄養士等に
よる栄養指導

専門医紹介

診断・治療
（併診）

山梨県栄養士会

栄養指導必要あり

12

かかりつけ医と栄養士との連携システム
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コメディカルの研修・会議 メディアを用いた啓発

スキルアップ研修会

TV CM市町村保健師会議
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2019年2月17日 イオンモール甲府昭和 来場者数500名超

山梨県におけるCKD啓発イベント

14
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山梨県CKD医療連携ニュースレター

15
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1035

1240

1097

平成29年度

平成28年度

平成27年度

34

66

紹介したことがない

紹介したことがある

平成27年度

12.8

87.2

紹介したことがない

紹介したことがある

平成29年度

1.1

28.7

29.8

37.2

40.4

42.6

45.7

47.9

66.0

78.7

その他

腎代替療法の導入

専門医での治療

専門医による診断

専門医による食事指導

専門医による生活指導

食事指導への助言

生活指導への助言

治療方針の伝達

薬物治療への助言

CKD病診連携医・腎臓専門医に対し

定期的にアンケート調査を実施

16

山梨県におけるCKD病診連携の実態
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専門医への紹介患者数 259名

専門医から戻ってきた患者数 194名 75％

再紹介チェックシートが同封されていた数 113名 58％

• 患者さんを原則的にお戻しする2人主治医制の徹底

• 再紹介チェックシート同封の徹底

腎臓専門医会議での再確認

17

アンケートから見えてきた課題

• 専門医におくると患者・返事が戻ってこない

• 紹介基準が厳しく、紹介先の医療機関が飽和してしまうのではないか

• 食事療法の指導が少ない

• 専門医によって病状に対する考え方や連携システムへの理解度が異なる

腎臓専門医会議でのフィードバック

ニュースレターでの回答026
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新規透析導入者数
全国の伸び率
山梨県の伸び率

＊山梨県の調査ﾃﾞｰﾀ及び
「わが国の慢性透析療法の現況」から算定

（人）

平成28年度単年で1億4千万円

平成29年度単年で2500万円

累積で3億円の医療費削減効果

山梨県の新規透析導入患者数の推移

18
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紹介・逆紹介

特定健診
受診

受診勧奨
保健指導

連携体制協力依頼

連携体制支援

受診

検査
治療 受診

専門的
検査・治療

状況報告協力要請

糖尿病
連携手帳

①受診勧奨基準
②保健指導基準

③腎臓専門医紹介基準（ＣＫＤ紹介基準）
④糖尿病専門医紹介基準

対象者
連絡票

指示書

情報
提供書

糖尿病性腎症
対象者

腎臓専門医
糖尿病専門医

保険者

かかりつけ医

県・地区
医師会

県糖尿病
対策推進会議

ＣＫＤ予防推進
対策協議会

山梨県糖尿病性腎症重症化予防プログラム

2018年11月19日締結

19
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医療保険者
（市町村） かかりつけ医 腎臓専門医

ＣＫＤ病診連携基準
を用いる

山梨県ＣＫＤ病診連携システム

糖尿病専門医

受診勧奨基準
を用いる

対象者① 医療未受診者

対象者② 医療中断者

対象者③ ハイリスク者（通院）
糖尿病性腎症の2～4期の者

糖尿病病診連携基準を用いる

山梨県糖尿病性腎症重症化予防プログラム

20

既存のCKD病診連携システムをベースとした山梨県
独自の糖尿病成人症重症化予防システムを構築

平成31年度から正式稼働
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未受診者・治療中断者に対する受診勧奨

かかりつけ医等へ受診勧奨

治療中断

糖尿病により医療機関
受診中の患者のうち、最
終の受診日から６か月経
過しても糖尿病の受診歴
がない者
ただし、かかりつけ医が

治療の必要がないと判断
されている場合もあるた
め、保険者からかかりつけ
医に治療の有無等の意見
を聞き、かかりつけ医や患
者本人に受診や治療等に
ついて確認しながら、受診
勧奨の必要性を判断

空腹時血糖126mg/dL
（随時血糖200mg/dL）以
上又はHbA1c6.5%以上の
者のうち、蛋白尿を認める
者又はeGFRが60mL/分
/1.73㎡未満の者
なお、eGFRについては、

山梨県CKD病診連携基準
を参考に、40歳未満の者
は60mL/分/1.73㎡未満、
40歳以上70歳未満の者
は50mL/分/1.73㎡未満、
70歳以上の者は40mL/
分/1.73㎡未満

受診勧奨基準【推奨基準】

未受診者

保険者が候補者名簿作成

糖尿病性腎症通院中

保健指導基準【推奨基準】

糖尿病性腎症の病期が第２期、第３期及び第４期
と思われる者のうち、保健指導への参加について本
人及びかかりつけ医の同意があった者
第３期の者を中心とし、第２期及び第４期の者は

保健指導が必要であるとかかりつけ医が判断した者
また、医療機関で糖尿病透析予防指導管理がさ

れている者やその他の疾患を有している者の保健指
導については、保険者とかかりつけ医で判断

かかりつけ医

保健指導

保健指導の内容をかかりつけ医へ報告

腎臓専門医

糖尿病専門医

連携

受診勧奨および保健指導のフロー

本人の同意
かかりつけ医の同意

ハイリスク者に対する保健指導

糖尿病性腎症通院中

糖尿病性腎症対象者
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腎臓専門医 糖尿病専門医

腎臓専門医紹介基準

○ｅＧＦＲ値による紹介基準
・４０歳未満：６０ｍＬ／分／１．７３㎡未満
・４０歳以上７０歳未満：５０ｍＬ／分／１．７３㎡未満
・７０歳以上：４０ｍＬ／分／１．７３㎡未満
・３ヶ月以内に３０％以上のｅＧＦＲの低下

○蛋白尿による紹介基準
・検尿の場合：蛋白尿 ２＋以上
・尿蛋白／尿クレアチニン比：０．５ｇ／ｇＣｒ以上（随時尿）
・蛋白尿と血尿：ともに陽性（１＋以上）
・糖尿病がある場合：程度は問わず蛋白尿が陽性

糖尿病専門医紹介基準

○血糖コントロール改善・治療調整
1） 血糖コントロール目標（HbA1c 8.0%以上）が達成できな
い状態が3ヶ月以上持続する場合
2） 高血糖（300mg/dl以上）に加えて脱水または尿ケトン
陽性の場合

○教育入院
食事・運動療法、服薬、インスリン注射、血糖自己測定など、
外来で十分に指導ができない場合

○慢性合併症
慢性合併症（網膜症、腎症、神経障害、冠動脈疾患、脳血管
疾患、末梢動脈疾患など）の発症、進展が認められる場合

かかりつけ医から専門医への紹介フロー

糖尿病性腎症対象者

かかりつけ医

22
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• 県民のCKDに対する認知度・理解度向上、健診受診率
アップのための普及・啓発活動の推進

• CKD病診連携数増加のためのさらなる対策と専門医
の対応の徹底

• 県栄養士会との連携強化によるかかりつけ医における
栄養指導の促進

• 腎臓専門医の育成と地域貢献

• 未治療者、治療中断者の抽出と受診勧奨の促進

• 薬剤師会との連携推進（CKDシールや処方箋への腎機
能記載促進）

23

山梨県CKD予防推進事業の課題
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今後も関係者の方々と一緒に

「智恵を出し合い」「協働」で取り組む

山梨県民の健康づくり

033
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患等政
策研究事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野））） 

慢性腎臓病CKDの診療体制構築と普及・啓発による医療の向上 
CKD診療連携体制の構築 

 研究分担者    守山敏樹  大阪大学キャンパスライフ健康支援センター 教授 

研究分担者   旭 浩一  岩手医科大学医学部内科学講座 教授 
研究分担者   安井宜成  名古屋大学大学院医学系研究科 教授 
研究分担者   向山政志  熊本大学大学院生命科学部 教授 
研究分担者   北村健一郎 山梨大学医学部 教授 
研究分担者   福井 亮  東京慈恵会医科大学 助教 

 研究協力者     猪阪善隆  大阪大学大学院医学系研究科 教授 

研究要旨 
CKD診療連携体制の構築-大阪府の取組について、厚生労働省 腎疾患対策担当者会議での

情報提供内容を中心に記す。 
CKD対策の推進に資する目的で、大阪府において大阪慢性腎臓病対策協議会(O-CKDI)が
2015年12月に設立され、2016年4月より実質的活動を開始した。その2018年度の活動につ

いて、概略を記載する。また、2019年年２月21日に厚労省にて開催された腎疾患対策担当

者会議において、大阪府健康医療部健康医療室健康づくり課担当者がO-CKDIとの連携を一

つ端緒として大阪府のCKD対策を推進していることを報告したので、その内容につき提示

し、行政との連携の実例として参考に供したい。

A．研究目的・方法 
我が国は高齢化社会の到来を迎え、診療

対象の多くが高齢者となりつつある。老年

人口の増加は今後も継続し、2025 年には高

齢化率は 30％を越えることが予想されて

いる。平均寿命と日常生活に制限のない健

康寿命との差（不健康期間）は男性で 9 年

以上、女性 12 年以上あり、その差はむしろ

拡大方向にある。健康寿命の延伸によって、

平均寿命との差を短縮することができれば、

個人の生活の質の低下防止とともに、社会

保障負担の軽減も期待できる。 
 CKDは国民の健康寿命延伸の障害因子

ともなりうる。本邦では透析導入年齢の高

齢化が進み、2015年度の導入時平均年齢は

男性が68.37歳、女性は70.95歳であった。

全体の平均は69.20歳であり、透析患者数増

加の一因は高齢化である。高齢者特に75歳
以上の後期高齢者の末期腎不全への進行阻

止が求められている。大阪府においてもこ

の問題は看過できないレベルに至っており、

体系的・包括的なCKD対策の策定・実施が

課題とされてきた。これを受けて、2015年
12月に大阪府慢性腎臓病対策協議会

（O-CKDI）が設立された。その今日まで

の活動内容は、「慢性腎臓病CKDの診療体制

構築と普及・啓発による医療の向上」の方

法論と実践になっている。また、併せて、

この活動を踏まえて行った厚生労働省 腎

疾患対策担当者会議における情報提供につ

いての報告も、本研究推進の成果の一環を

なしている。 
B.研究結果 
I．O-CKDI活動報告 
以下にO-CKDI活動報告発表資料を提示す

る。 構成員および、透析導入数減少目標を

提示し、その後、過去3年間の普及啓発活動

の具体を示す。 
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ついで、日本腎臓学会における報告予定に

ついて示す。本年度は CKD 対策推進にお

ける行政との連携の重要性について学会主

導企画「CKD 対策 今後の展望」において

発表する。また、O-CKDI では、府内の腎

専門医に呼びかけ、CKD 対策推進委員に就

任し、各地域における普及啓発・診療連携

に取り組んでいただくスキームを導入して

おり、行政との連携とあわせて、報告する

予定である。 
 

 
以下、2019 年 3 月日土曜に実施した世界腎

臓デーの啓発イベント報告を示す。 

 

 

実施にあたっては、大阪府 HP 等でも広報

いただくことができた。また府政だより（３

月 1 日）。これを持参してイベントに参加さ

れた例もあった。 

 
 

 
 
日本腎臓病協会（JKA）の HP においても

報告した。 
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上に当日会場で実施した CKD の認識についての

アンケート結果を示す。ディアルームはミニレク

チャーの聴講者であり、既に CKD を認知して参加

されていることが推測され、一方、ディーズスク

エアは、文字通り「通りすがり」の人々であり、

より一般的な CKD の認知度を反映している可能

性が高い。 
 

 
今年の WKD イベント総括を示す。ミニレクチャ

ー及びアンケートの参加者が昨年より多かった。

健康相談は減少したが、CKD の認知上昇という観

点からは、一定の成果があると考えられる。 
 
続いて、腎疾患対策担当者会議において、大阪府

健康医療部健康医療室健康づくり課担当者が行っ

た報告を提示する。 
 

 
 
 

まず、大阪府の新規透析導入患者数の推移が示さ

れた。現状では 2700 名/年、内糖尿病腎症が原疾

患と考えられる者が約 1000 名である。新規透析導

入率と年間医療費についてもデータが提示され、

新規導入率が高いほど、一人あたりの年間医療費

が高価となることが示された。 

 
 
ここから、O-CKDIとの協調によるCKD 対策推進につ
いて紹介された。 
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大阪府の行政の立場からの CKD対策について、紹

介があった。 

 
 

O-CKDI との連携を通じて、平成 30年から５年間実

施される第３次大阪府健康増進計画において、慢

性腎臓病（CKD）が独立した項目として取り上げら

れたことが示され、O-CKDIと行政の連携による成

果の一つとして位置づけられる。 

 
 

大阪府下の自治体における地域に密着した CKD啓

発の例が示された。 

 

 

 

 
透析予防のための地域連携の取り組みとして寝屋

川市の事例が紹介された。 

以下、都道府県（自治体）の立場から主として新規

透析導入患者数抑制に向けた取り組みとして次の

方向性が示された。 
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以上、O-CKDIの設立以降の歩みと、大阪府の協調に
よるCKD対策の進展について報告する。 
 
 
 
 
D．研究発表 
 なし 
E．知的財産権の出願・登録状況 
（予定なし。） 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金難治性疾患等政策研究事業 
（免疫アレルギー疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野）） 

慢性腎臓病 CKD の診療体制構築と普及・啓発による医療の向上 
分担研究報告書 

 
研究分担者 南学 正臣 東京大学大学院医学系研究科・副研究科長 

 
研究要旨 
 慢性腎臓病CKDの医療は、国ごとに大きな違いがある。日本の腎臓病診療は世界のトップクラスであるが、
今後も本邦の医療が他国に比べ優れている点と劣っている点の解析を続け、誇るべき日本の診療体制を更に発
展させ、国際的にCKDの医療をリードしていくべきである。 
 

 
 
Ａ．研究目的 
   海外のCKD医療の現状と対策等について検討
し、CKD対策の全体像を俯瞰的に 把握することに
より、研究成果を客観的に分析・評価し、研究資源
配分の最適化を図る上で基盤となる情報を構築し、
さらにはCKDの医療水準の向上に貢献することを
目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
   主任研究者と分担研究者により、アメリカ腎臓
学会本部を訪問し、情報収集と意見交換を行った。
また、主任研究者と分担研究者らが、アジア各国
の代表が集まる CKD Frontier Meetingに参加し、
アジア各国のCKD対策に関する情報を取得すると
ともに、分担研究者はベトナム軍人病院を訪問し
現地のCKD診療の情報収集を行った。更に、研究
分担者が理事をつとめる国際腎臓学会が開催した
末期腎不全サミットにて収集した各国の腎臓病対
策に関する情報を解析するとともに、日本の腎臓
病医療を成功事例として報告するための報告書の
準備を行っている。 
  （倫理面への配慮） 
   検討は総論的なもので、個人情報の扱いや介入
研究は行っておらず、倫理面の問題は無い。 
 
Ｃ．研究結果 
   米国においては腎臓内科志望者が減少し、CKD
診療に深刻な影響を与えている。これは、米国で
はCKD診療に対する診療報酬が低く、激務にもか
かわらず医療従事者の給与が低いためである。ア
ジア各国では経済的発展の差に伴い、CKD診療の
内容にも差があり、ベトナムでは経済的制約によ
る様々な問題が認められている。先進国では、CK
Dの医療は保険制度でまかなわれているが、末期腎
不全の治療である血液透析、腹膜透析、移植の比率
については、国ごとに大きく異なる。本邦における
腎臓病患者の予後は世界トップクラスであるが、こ
れは行政が CKD 対策のために腎疾患対策検討会
を設置し、国としてCKD診療の方針を決めている
ことが重要な要素と考えられる。 

 
Ｄ．考察 
本邦における腎臓病診療が優れている重要な要

因は、行政と学会が密接に協力し、国家として長
期戦略をたてて適切に対応を続けてきたことが大
きな要因と思われる。 
 
Ｅ．結論 
 今後も本邦の医療が他国に比べ優れている点と
劣っている点の解析を続け、世界に誇るべき日本の
腎臓診療体制を更に発展させ、国際的に腎臓病診療
をリードしていくべきである。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
1. Harris DCH, Davies SJ, Finkelstein FO, Jha 
V, et al; Working Groups of the International S
ociety of Nephrology’s 2nd Global Kidney Healt
h Summit. Increasing access to integrated ESKD
 care as part of universal health coverage. Kidn
ey Int. 2019 Apr;95(4S):S1-S33. doi: 10.1016/j.k
int.2018.12.005. 
2. Yang C-W, Harris DCH, Luyckx VA, Nangak
u M, Hou FF, et al. ISN Global Case Studies f
or CKD/ESKD Care. Manuscript in preparation 
 
 2.  学会発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし
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厚生労働行政推進調査事業費補助金難治性疾患等政策研究事業 
（免疫アレルギー疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野）） 
慢性腎臓病 CKD の診療体制構築と普及・啓発による医療の向上に関する研究 

分担研究報告書 
 

腎臓病患者の診療水準向上に資する多職種連携・チーム医療 
に関する研究 

 
要 伸也 杏林大学・医学部・教授 

      内田 明子 聖隷横浜病院・看護部・総看護部長 
 
研究要旨 
看護師・保健師、管理栄養士、薬剤師を対象とする「腎臓病療養指導士」の新設と制度設計の完備 
 
Ａ．研究目的 
慢性腎臓病診療においては医師、看護師、管理栄

養士、薬剤師を始めとする多職種連携・チーム医療
が必須であり、本研究では、これらを強化する仕組
みの構築と評価を行うことを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 

腎臓病療養指導士の育成、研修方法・要件確定

を含めた制度完備を進め、認定希望者向けの講習

会を開催する。講習会の受講者数、職種別・地域

別の認定者数を把握し、今後の育成に役立てると

ともに、地域毎に腎臓病療養指導士間またはキー

パーソン医師との連携の場を持つための基盤作り

について検討する。 
 
（倫理面への配慮） 
腎臓病療養指導士名を公開するにあたり倫理面

への十分な配慮を行った。 
 
Ｃ．研究結果 
・講習会受講者数は2017年度1203名、2018年度617
名であった。この中から平成30年4月に第1回の腎臓
病療養指導士734名（看護師434名、管理栄養士154
名、薬剤師146名）が誕生した。平成31年度には31
7名が認定予定である。 
・平成30年7月に発出された厚労省腎疾患対策検討
会報告書の人材育成の項目に、「腎臓病療養指導士
の育成、かかりつけ医との連携」、「関連する療養
指導士等との連携強化」が盛り込まれた。 
 
Ｄ．考察 
  腎臓病療養指導士の誕生により、腎臓病の療養

指導とチーム医療に関する基本的知識と技能を有

した人材育成が進みつつあるが、いまだ人数は不

足しており、今後は、地域偏在も考慮したさらな

る育成を行うとともに、腎臓専門医と連動した地

域活動、糖尿病療養指導士等の他の療養士との連

携を推進していく必要がある。 
 
Ｅ．結論 

腎臓病療養指導士の創設が、腎臓病診療におけ
る多職種連携・チーム医療の強化を通して、診療
水準向上に寄与することが期待される。 
 
Ｆ．健康危険情報 

（分担研究報告書には記入せずに、総括 
研究報告書にまとめて記入） 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
1. Higashihara E, Yamamoto K, Kaname S, 

Okegawa T, Tanbo M, Yamaguchi T, 
Shigemori K, Miyazaki I, Yokoyama K, 
Nutahara K: Age- and height-adjusted total 
kidney volume growth rate in autosomal 
dominant polycystic kidney diseases. Clin 
Exp Nephrol 2018. doi: 
10.1007/s10157-018-1617-8. [Epub ahead of 
print] 

2. Higashihara E, Horie S, Kinoshita M, 
Harris PC, Okegawa T, Tanbo M, Hara H, 
Yamaguchi T, Shigemori K, Kawano H, 
Miyazaki I, Kaname S, Nutahara K: A 
potentially crucial role of the PKD1 
C-terminal tail in renal prognosis. Clin Exp 
Nephrol 2018: 22:395-404. 

3. 内田明子：腎不全とともに生きる人と家族へ

のエンド・オブ・ライフケア．看護実践にい

かすエンド・オブ・ライフケア第 2 班 2018：
151-158． 

 
 
 
 2.  学会発表 
1.  要 伸也：膠原病・血管炎に伴う腎障害の

診断と治療. 日本内科学会関東支部主催 第58
回生涯教育講演会プログラム、東京、2018 年

7 月 15 日. 
2. 要 伸也：保存期から透析に至る CKD のト

ータルケア：腎臓病療養指導士制度について. 
第 63 回日本透析医学会 シンポジウム 11、神

戸、2018 年 7 月 1 日. 
3. 要 伸也：日本腎臓学会による糖尿病対策の

取り組みについて. 第 6 回日本糖尿病対策推
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進会議総会、東京、2018 年 12 月 6 日. 
4. 要 伸也、柏原直樹：腎疾患対策検討会とCKD

患者の重症化予防. 第 32 回日本医工学治療学

会、2019 年 2 月 23 日. 
5. 内田明子：腎不全看護～療法選択のための意

思決定支援～：第24回腹膜透析医学会、徳島、

2018.10.7 

6. 内田明子：腎臓病療養指導における看護師の

役割：第 12 回日本腎臓病薬物療法学会 シン

ポジウム３、静岡、2018.10.20 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 いずれも該当なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金難治性疾患等政策研究事業 

（免疫アレルギー疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野）） 
慢性腎臓病 CKD の診療体制構築と普及・啓発による医療の向上 

分担研究報告書 
 

研究分担者 伊藤孝史 島根大学医学部 准教授 
研究分担者 山縣邦弘 筑波大学医学医療系 教授 
研究分担者 内田治仁 岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 准教授 

  
研究要旨 
 医療従事者、行政機関に対してのみならず市民レベルでの CKD の普及・啓発を全国展開するために必要な

共通した資材（小冊子、パンフレット等の紙媒体、ビデオ等）を作成した。 
 また、日本腎臓病協会と連携し、各都道府県の CKD 対策の現状を把握し、その中の成功事例を共有し、各

都道府県での CKD 対策を進めていく。 
 
 
Ａ．研究目的 
慢性腎臓病（CKD）の認知度は低く、医療従事

者、行政機関に対してのみならず市民レベルでの

CKDの普及・啓発を全国展開するために必要な共

通した資材（小冊子、パンフレット等の紙媒体、ビ

デオ等）内容の開発を行う。また、NPO法人日本

腎臓病協会とも連携し、その中で患者会とも意見交

換を行い、より効率的にCKDの普及啓発を行う。 
 
Ｂ．研究方法 
１）CKD 啓発資材の作成 
 日本慢性腎臓病協議会で作成した資料をもとに

改訂を行う。また、啓発資料は対象に合わせたも

のを作成する。 
２）NPO 法人日本腎臓病協会との連携 
 日 本 腎 臓 病 協 会の慢 性腎 臓病 対策 部会

（J-CKDI）と連携し、全国を 12 ブロックに分け

ブロック代表を、さらに各都道府県に代表をおい

た。日本腎臓学会総会、日本腎臓学会東部学術大

会、西部学術大会の際に、ブロック会議、全体会

議を行い、各都道府県における普及啓発の現状を

把握し、今後の対策を立てた。さらに患者団体と

の交流も始め、意見交換を行う。 
（倫理面への配慮） 
    検討は総論的なもので、個人情報の扱いや介
入研究は行っておらず、倫理面の問題はない。 
 
 
Ｃ．研究結果 
１）CKD 啓発資材の作成 
①一般向けの資料（図 1）：平成 30 年度の世界腎

臓デー関連のイベントから配布を開始している。 
②医療従事者向け資料：総論と各論に分け作成中。 
③小児科向けの資料作成中。 
④透析患者向けの資料作成中。 
⑤世界腎臓デーなどのイベントで用いる CKD に

関するクイズパネルの作成中。 
 

図 1 

 
 
２）NPO 法人日本腎臓病協会との連携 
①全国を 12 ブロック（北北海道、南北海道、東北、

北関東、南関東、東京、北陸、東海、近畿、中国、

四国、九州）に分け、それぞれにブロック代表を

おいた。さらに各都道府県に代表をおいた。 
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②日本腎臓学会学術総会（平成 30 年 6 月 11-13
日、新潟）での広報委員会キーパーソン会議で、

日本腎臓病協会の方針を説明した。その後、西部

学術大会（平成 30 年 9 月 26-27 日、徳島）、東部

学術大会（平成 30 年 10 月 22-23 日、東京）でブ

ロック全体（東部、西部）会議を行った。その後

ブロック毎で会議を行い、CKD 対策の現状の把握

と今後の方向性について意見交換を行った。都道

府県の行政との関わり方についても情報交換を行

った。 
③全国腎臓病患者連絡協議会（全腎協）との意見

交換会を行った。第一回は日本腎臓学会学術総会

（平成 30 年 6 月 11-13 日、新潟）で、第二回は川

崎医科大学の世界腎臓デーイベント（平成 31 年 3
月 16 日、倉敷）の際に行った。定期的に意見交換

会を実施すること、腎臓学会でも患者団体とのジ

ョイントセッションを開催すること、全腎協の会

議に日本腎臓病協会からも参加することを確認し

た。 
④日本腎臓病協会認定の腎臓病療養指導士とも連

携を取り、各地で日本腎臓病協会の各都道府県代

表と CKD の普及啓発に取り組むことも了承され

た。 
 
Ｄ．考察 
１）CKD 啓発資材の作成 
一般向けの資料は前回の資料からブラッシュア

ップされた。今回から対象を小児や透析患者さん

も加えることにより、幅広い普及啓発が可能とな

るものと思われる。小児対象では腎臓小児科医の

医師を中心に移行医療を念頭に置き作成し、透析

患者対象では全腎協の方々にもご協力いただき、

より良い資料作成を心がけている。また、スタッ

フ・患者教育のためのスライド資料も作成し、指

導内容にも差が出ないようにした。またすでに動

画開発など積極的な活動を行っている組織（CKD
啓発動画研究会 

http://www.ckdckd.jp/about/index.html）もあり、

これらの活動とも連携、協力を図りながら、若年

者から高齢者まで広く認知度を上げる活動を続け

る必要がある。 
２）NPO 法人日本腎臓病協会との連携 
ブロック代表と都道府県代表の決定により、CKD
対策に関して横のつながりができた。他県の成功

事例を聞くことで、自県での対応の仕方に工夫が

できるようになった。行政との関わり方も工夫で

きるようになった。さらには、腎臓病療養指導士

との連携についても検討され、CKD 啓発の裾野が

広がっていくものと思われる。 
患者会からも色々意見をいただけるようになり、

新しい視点で CKD を見ることができるようにな

った。 
すでに行政との協力関係の構築を実施している

地域、積極的に啓発活動を実施している地域と、

これらの活動がほとんどなされない地域があり、

このような地域差を着実に減らすことが求められ

る。 
 

 
Ｅ．結論 
今後も啓発資材はブラッシュアップを重ね、時代、

対象者のニーズに応じた資料の作成を心がける。 
また、日本腎臓病協会と連携し、各都道府県の現

状を把握し、成功事例を共有することによって、

各都道府県でのCKD啓発のレベルアップをはかり、

将来的な透析導入患者数の現象に寄与したい。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
1)日本腎臓病協会設立の目的と展望―腎臓病の克

服を目指して― 柏原直樹、伊藤孝史、内田治仁、

要伸也. 循環器内科85(1), 4-10, 2019 
2)日本腎臓病協会の意義 伊藤孝史、柏原直樹．日

腎会誌61(2), 68-74, 2019 
 2.  学会発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし 

 
                                         
                                                                                      
           

http://www.ckdckd.jp/about/index.html
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平成 30 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（難治性疾患等政策研究事業） 

（免疫アレルギー疾患等政策研究事業（免疫アレルギー疾患政策研究分野）） 

慢性腎臓病ＣＫＤの診療体制構築と普及・啓発による医療の向上 

分担研究報告書 

 

トランジション 

研究分担者 

服部元史     東京女子医科大学腎臓小児科・教授 

 

研究協力者 

石倉健司 国立成育医療研究センター腎臓・リウマチ・膠原病科 

佐藤 舞 国立成育医療研究センター腎臓・リウマチ・膠原病科 

宮井貴之  岡山済生会総合病院小児科 

三浦健一郎 東京女子医科大学腎臓小児科 

内田治仁 岡山大学大学院医歯薬学総合研究科（本班、普及・啓発資材開発ＷＧ） 

 

研究要旨  

【背景・目的】小児期に発症した慢性疾患患者の成人医療への移行（transition）が国内外で注目されて

いる。国際腎臓学会と国際小児腎臓学会より、腎臓病患者の移行医療に関するステートメントが報告さ

れ（Kidney Int 80:704, 2011）、各国の実情に応じた移行医療の実践が求められていた。わが国では、

2014年 5月より、難治性腎疾患に関する調査研究（研究代表者：松尾清一、丸山彰一）の主要研究項目

の一つとして移行期医療の問題がとりあげられ、移行期医療の啓発（小児慢性腎臓病患者における移

行医療についての提言. 日腎会誌, 2015）、実態調査（Clin Exp Nephrol, 2016）、ガイド作成（思春期・青

年期の患者のためのCKD診療ガイド.日腎会誌, 2016）が進められた。さらに、2017年 5月からの難治性

腎障害に関する調査研究（研究代表者：成田一衛）では、上述の「小児慢性腎臓病患者における移行医

療についての提言」と「思春期・青年期の患者のための CKD 診療ガイド」の認知、理解、活用に関するア

ンケート調査（日腎会誌 2018）、移行期医療が必要な疾患として頻度が高い IgA 腎症と微小変化型ネフ

ローゼ症候群の診療ガイドラインの認知度と活用状況に関するアンケート調査（日腎会誌, 2019）を実施

したうえで、医療従事者を対象とした移行期医療支援ガイドの作成している。 

 移行期医療では、小児科から内科へのスムーズな転科と同時に、患者の自立が鍵となる。すなわち、

保護者ではなく患者自身が病気を理解し、転院時には患者自身が病気の診療方針に関して自己決定

権を持てるようにするべきで、患者がヘルスリテラシー（健康情報を活用する能力）を獲得する事が重要

である。そこで、本研究班では、小児ＣＫＤ患者のヘルスリテラシー獲得・向上のための資材（移行期医

療支援ツール）を作成することにした。 

【方法と結果】日本小児腎臓病学会と連携し、小児末期腎不全患者の移行期医療を支援するツール（患

者さん向けのパンプレット）を作成した。 

【考察・結論】移行期医療を成功させるためには、小児医療サイドと成人医療サイドの相互理解と協調、

社会制度の整備、そして患者の自立（ヘルスリテラシー獲得・向上）のための移行期医療支援ツールの

提供が必要不可欠である。 

キーワード：移行（transition）/小児慢性腎臓病/末期腎不全/移行期医療支援ツール 
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Ａ．研究目的 

小児期に発症した慢性疾患患者の成人医療

への移行（transition）が国内外で注目されている。

国際腎臓学会と国際小児腎臓学会より、腎臓病

患者の移行医療に関するステートメントが報告さ

れ（Kidney Int, 2011）、各国の実情に応じた移行

医療の実践が求められていた。 

わが国では、2014 年 5 月より、難治性腎疾患

に関する調査研究（研究代表者：松尾清一、丸山

彰一）の主要研究項目の一つとして移行期医療

の問題がとりあげられ、移行期医療の啓発（小児

慢性腎臓病患者における移行医療についての提

言 . 日腎会誌 , 2015 ） 、実態調査（Clin Exp 

Nephrol, 2016）、ガイド作成（思春期・青年期の患

者のための CKD 診療ガイド.日腎会誌, 2016）が

進められてきた。さらに、2017 年 5 月からの難治

性腎障害に関する調査研究（研究代表者：成田

一衛）では、上述の「小児慢性腎臓病患者におけ

る移行医療についての提言」と「思春期・青年期

の患者のための CKD 診療ガイド」の認知、理解、

活用に関するアンケート調査（日腎会誌 2018）、

移行期医療が必要な疾患として頻度が高い IgA

腎症と微小変化型ネフローゼ症候群の診療ガイ

ドラインの認知度と活用状況に関するアンケート

調査（日腎会誌, 2019）を実施したうえで、小児科

医と内科医を対象とした移行期医療支援ガイドの

作成している。 

移行期医療では、小児科から内科へのスムー

ズな転科と同時に、患者の自立が鍵となる。すな

わち、保護者ではなく患者自身が病気を理解し、

転院時には患者自身が病気の診療方針に関して

自己決定権を持てるようにするべきで、患者がヘ

ルスリテラシー（健康情報を活用する能力）を獲

得する事が重要である。そこで、本研究班では、

小児ＣＫＤ患者のヘルスリテラシー獲得・向上の

ための資材（移行期医療支援ツール）を作成する

ことにした。 
 

Ｂ．研究方法 

 日本小児腎臓病学会内の小児ＣＫＤ対策委員

会ならびに本班の普及・啓発資材開発ワーキン

ググループと連携して、小児ＣＫＤ患者のうち、今

回は特に小児末期腎不全患者用の移行期医療

支援ツール（患者さん向けのパンプレット）を作成

した。 

（倫理面への配慮） 

 本調査は診療データや個人情報を扱うもので

はないため、倫理委員会の承認は不要と考えら

れ、日本腎臓学会と日本小児腎臓病学会の理事

会の承認を受けて進められた。 

 

Ｃ．研究結果 

 

小児末期腎不全患者用の移行期医療支援ツー

ル（患者さん向けのパンプレット） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



48 
 

 
 



49 
 

  



50 
 

 
D. 結論 

 移行期医療を成功させるためには、小児医療

サイドと成人医療サイドの相互理解と協調、社会

制度の整備、そして患者の自立（ヘルスリテラシ

ー獲得・向上）のための移行期医療支援ツール

の提供が必要不可欠である。 
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